
　平成２７年４月１日より消費税率（国・地方）が５％から８％へ引き上げられたことに伴い、地方消費税交付金の増収分
については、その使途を明確化し、社会保障施策に要する経費に充てるものとされています。

　平成３０年度伯耆町一般会計決算における社会保障施策経費への充当状況については、下記のとおりです。

【歳入】地方消費税交付金（社会保障財源化分） 85,900千円

【歳出】社会保障４経費その他社会保障施策に要する経費 1,234,215千円

（社会保障４経費その他社会保障施策に要する経費） 【単位：千円】

国・県
支出金

その他
消費税交付金

（社会保障財源化分）

社会福祉
（障がい者、高齢者、児童等）

1,276,636 502,611 64,654 709,371 49,371

社会保険
（国保、介護保険等）

289,332 26,568 8,792 253,972 17,676

保健衛生
（後期高齢、健康増進等）

323,125 45,536 6,717 270,872 18,852

歳　出　合　計 1,889,093 574,715 80,163 1,234,215 85,900

※各事業の地方消費税交付金（社会保障財源化分）充当額は、各事業費の一般財源額で按分

地方消費税率の引上げ分に係る使途の明確化について

経費区　分

財源内訳

特定財源 一般財源


